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山形大学農学部研究シーズ集

リン資源，有機態リン酸，土壌微生物微生物，代謝産物，化学構造

■研究概要
　菌根菌は農耕地や自然生態系で、植物の生育に重要な役割を果たしています。菌
は植物にリン酸などの養分を輸送し、植物は菌に光合成産物を供給することにより、
共生系が成り立ちます。農薬や肥料の投入を最小限にする環境保全的かつ持続的な
農林業技術の確立が求められています。本研究室では農作物の生産や熱帯林の再生
において菌根共生系を利用することを目指しています。
　我が国はリン酸質肥料の原料であるリン鉱石を 100% 輸入しており、リン鉱石の
枯渇へ対応した植物の低リン耐性の改良や有機態リン酸のリサイクル技術の確立が
求められています。
Tawaraya K, Hirose R, Wagatsuma T 2012Biol Fert Soils. 48,  839-843.
Tawaraya K, Horie R, Saito A, Shinano T, Wagatsum T, Saito K, Oikawa A 2013: J Plant 
Nutr.  36, 1138-1159.
俵谷圭太郎 , 和崎淳 2012: 日本土壌肥料学雑誌 . 83, 173-176.
Turjaman M, Tamai Y, Santoso E, Osaki M, Tawaraya K 2006: Mycorrhiza.  16, 459-464.

持続的農林業における菌根菌の利用
及びリン資源枯渇対策

専門分野：植物栄養学・土壌学
E-mail：tawaraya@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

俵谷  圭太郎　教授　　TAWARAYA, Keitaro 
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山形大学農学部研究シーズ集

地球温暖化，炭素と窒素，植物と土壌

■研究概要
　地球温暖化を引き起こしている温室効果ガスは、石油・石炭を燃やして出した二
酸化炭素だけではありません。水田から放出されるメタンと化学肥料施用によって
畑から放出される亜酸化窒素も強力な温室効果ガスです。また、森林伐採と農耕地
における有機態炭素の減少も二酸化炭素の放出源になっています。当研究室では、
主に植物・土壌生態系における炭素・窒素の循環と地球環境・食料生産の関わりに
関する研究を行っている。特に農耕地の水田と畑から放出される強力な温室効果ガ
スのメタン（CH4）と亜酸化窒素（N2O）の生成メカニズムと削減対策を研究して
いる。また、土地利用と管理の変化はどのように土壌有機物の蓄積（Carbon 
Neutral と関わる）に影響を与えるかについては、庄内地域・県内外・外国等の様々
な事例を研究対象としている。その中に、植物根からの分泌物は、どのように土壌
中の有機態炭素の循環・変動に影響を与えるかについては、安定同位体法を用いて
研究している。さらに、有機農業の栽培技術および有機農業と地球環境の相互関係、
農業廃棄資材の炭化・堆肥化とその応用研究も行なっている。

農業生態系における物質循環と
地球環境との関わりに関する研究

専門分野：土壌学
E-mail：cheng@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

程　為国　教授　　CHENG, Weiguo

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・農耕地からの温室効果ガス排出の削減対策
・有機稲作技術の応用開発
・農業廃棄資材の炭化・堆肥化とその応用研究
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山形大学農学部研究シーズ集

イネ，ジテルペン，物質生産地球温暖化，炭素と窒素，植物と土壌

■研究概要
　テルペノイドは、炭素数 5 個のイソプレン単位から構築される有機化合物で、こ
れまで天然物として単離同定されたものは数万に及ぶ。その中で、ジテルペノイド
は炭素数 20 個を基本とするクラスで、その炭素骨格ジテルペンは直鎖状プレニル
基質のゲラニルゲラニル 2 リン酸（GGDP）より組み立てられる。栽培イネ（Oryza 
sativa）は、高等植物が普遍的に生合成する植物ホルモンのジベレリン以外にも多
様なジテルペノイドを生産することが知られており、そこには病害抵抗に関与する
フィトアレキシンであるモミラクトン、フィトカサン、オリザレキシンが含まれる。
これらの炭素骨格ジテルペンは、GGDP よりent- コパリル 2 リン酸（ent-CDP）あ
るいはそのジアステレオマーsyn-CDP を経て生成し、その 2 段階の環化反応は、ジ
ベレリン生合成酵素であるent-CDP 合成酵素（ent-CPS）とent- カウレン合成酵素（KS）
のホモログにより連続的に触媒される。私たちの研究室では、大腸菌発現組換え酵
素を用いた機能解析により栽培イネ日本晴（ジャポニカ）ゲノムにコードされるこ
れらホモログを全て機能同定し（OsCPS1、CPS2、CPS4；OsKS1、KSL2、KSL4、
KSL5、KSL6、KSL7、KSL8、KSL10）、上記フィトアレキシンの生合成に関わるジテ
ルペン合成酵素を見出した。さらに、インディカ種、野生イネにおける当該遺伝子
についても機能解析を行い、ジテルペン合成酵素ならびにフィトアレキシン生合成
の進化における知見をいくつか提供してきた。現在は、その進化過程における遺伝
子配列の変化に伴うアミノ酸置換による機能の変化の原因を追究し、ジテルペン合
成酵素の反応機構の解明を試みている。

イネのジテルペン合成酵素の機能と進化

専門分野：分子生物学・生化学
E-mail：toyomasu@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

豊増  知伸　教授　　TOYOMASU, Tomonobu

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・製薬業における組換え酵素を用いた原体生産
・イネの病害抵抗性
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山形大学農学部研究シーズ集

技術開発（食品製造・食品加工・食品開発）， 品質管理

■研究概要

食を科学する

専門分野：食品科学
E-mail：tnagai@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

永井　毅　教授　　NAGAI, Takeshi 

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・シーズ型技術開発
・ニーズ型技術開発
・追随型技術開発
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山形大学農学部研究シーズ集

未知微生物，細菌，古細菌技術開発（食品製造・食品加工・食品開発）， 品質管理

■研究概要
　微生物のうち、細菌と古細菌は地球上に 100 万種以上存在し
ていると見積もられていますが、現在までに発見されている微
生物はその１％にも満たない状況です。このわずか１％の微生物種の中には、人類
の生活に欠かせない有用微生物（利用対象：食品・医薬品・化成品・農業・資源開
発・環境浄化・エネルギー生産など）も多く含まれます。そのため、残りの 99%
以上の微生物（未知微生物）が持つ潜在能力は極めて高く、これらを確保する事は
シーズおよびニーズの両面で重要であると考えられます。
　このような背景から、本研究室では様々な環境（湖沼堆積物、植物根圏土壌、泥
炭、汽水堆積物、海水、海藻等）に生息する未知の細菌・古細菌を対象として、各
種遺伝子工学的手法を用いた探索、培養法による取得、機能解析を行っています。
これらにより、新規有用微生物資源の確保とその利用化を目指しています。

未知微生物資源の探索・取得・機能解析

専門分野：微生物学・微生物生態学
E-mail：hats@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

服部　聡　准教授　　HATTORI, Satoshi

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・各種産業に利用する候補微生物資源の取得・提供

各種微生物の遺伝子多型解析

海洋から分離した放線菌土壌中の多様な微生物
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山形大学農学部研究シーズ集

植物ホルモン，細胞周期

■研究概要
　植物ホルモンのアブシシン酸やエチレンはストレスホルモンとして知られており、
前者は高温や低温、塩害、乾燥ストレス等、後者では種々の防疫反応や老化のコン
トロールなどに寄与している。 これらホルモンのストレス応答性を更に亢進する
因子の探索のため、 それぞれの信号伝達因子（群）と新規の相互作用タンパク質を
酵母 two hybrid 法によって探査したところ細胞周期関連因子が含まれていた。 細
胞は種々の生理現象の進行や細胞分化誘導分化を行う上で細胞周期による制御が重

要で、例えば、分化は細胞周期の停
止している G0 期でのみ進行が可能で
ある。 詳細は研究遂行上、 オープンに
はできないが、 これらの因子は例えば
低濃度のアブシシン酸に対して植物
側の反応を鋭敏にする現象が見出さ
れつつある。 エチレンの信号伝達系

は不明な点も多く、 特に Ethylene Insensitive 2（EIN2）の役割は多岐にわたっており、 
2016、 2017 年に Zhang らによってクロマチンのリモデリングに関与することで遺
伝子の転写活性を上げることが示され、 エチレン信号研究の新局面が展開されつつ
ある。 上には Zhang ら (2017) の結果をもとに三橋が作図したエチレン存在化での
遺伝子での EIN2 複合体モデルである。興味深いことに、 先の細胞周期関連因子はこ
のリモデリング複合体とも関連性があるようで、 ストレス応答全般への関与が期待
される。 同因子の変異体も準備できたことから、 本格的な解析を進めている。

植物ホルモンのファインコントローラーとしての
細胞周期制御因子について

専門分野：植物細胞生化学
E-mail：wmitsu@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

三橋　渉　教授　　MITSUHASHI, Wataru

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・植物のストレス応答を早期段階で増強
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山形大学農学部研究シーズ集

メタボローム解析，品質評価，農産物植物ホルモン，細胞周期

■研究概要
　質量分析装置を用いて生体由来の低分子化合物の網羅的解析を行っています。
この解析技術を用いることにより、
　・農産物など食品の風味や品質、生理活性に関わる有用物質含量の評価
　・生命現象や環境変動に伴う代謝物動態の解析
を行うことができます。また、これらの結果に基づき、
　・風味や品質に優れた品種の選抜　　　・食品の品質評価
　・栽培方法および加工工程の改良　　　・農業廃棄物の有効利用法の開発
への応用を目指しています。

メタボローム解析から探る、農産物の
品質向上のための技術開発

専門分野：植物生理・代謝生化学
E-mail：miyagi@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

宮城  敦子　准教授　　MIYAGI, Atsuko

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・食品の品質評価
・植物、微生物などの代謝変動解析
・作物の成分育種
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山形大学農学部研究シーズ集

野草，キノコ，微小藻類

■研究概要
　渦鞭毛藻の一種である褐虫藻はタコクラゲやサンゴ等と共生している事が分かっ
ているが、その生態は不明な事が多く、褐虫藻の単離や培養は難しく、効率の良い
方法は未だに確立されていないが、野草やキノコと同じ様に、抗新型コロナウイル
ス剤に発展できるリード化合物が含まれている事が期待されている。そこで、褐虫
藻、野草、キノコなどから化合物を抽出し、化学構造と生理活性の相関関係を調べ
ることで、人類に有用な抗ウイルス活性があるかどうかを調べることが重要になっ
てくる。また、雑草を枯らす活性があったり、作物の成長を促す活性があれば、作
物生産に大いに寄与出来る事になる。当研究室ではこのような目的のために、日々
研究を行っている。

野草、キノコ、微小藻類は
「くすり」の種

専門分野：天然物有機化学
E-mail：mtetsuya@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

村山  哲也　教授　　MURAYAMA, Tetsuya

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・抗ウイルス剤等の医薬品開発。
・除草剤等の植物成長調節活性剤の開発。
・作物の収量を増やす。

田や畑の雑草を無くす、作物の収量を増やす、健康維持、病気を治すなどが期待！
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山形大学農学部研究シーズ集

農産物，ポストハーベスト，鮮度保持野草，キノコ，微小藻類

■研究概要
　果物、野菜、切り花を研究対
象として取り上げ、それらの収
穫後の品質変化にかかわるメカ
ニズムの解明に取り組んでいま
す。さらには、それらの成果を
基礎として、それぞれの農産物
に適した収穫後の管理ならびに
貯蔵方法などを確立するための
研究を行っています。現在は、
山形県の特産果樹のオウトウや
ラ・フランスのプラスチックフィ
ルムを利用した貯蔵技術の開発、
ラ・フランス狩りにつながる樹
上完熟技術の開発やラ・フラン
スの簡便な家庭用食べ頃判定器
の開発、銀ナノ微粒子の抗菌性
を利用した切り花の鮮度保持な
どの研究を行っています。

農産物の新たな流通技術の開発

専門分野：農産物生理化学
E-mail：mhideki@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

村山  秀樹　教授　　MURAYAMA, Hideki

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・農産物の鮮度保持
・農産物の成分分析
・ポストハーベスト技術
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山形大学農学部研究シーズ集

樹木成分，テルペノイド，林地残材利用

■研究概要
　樹木成分の分析を応用した化学分類学、未利用森林資源（低木類、病害木など）
の有効利用を目指した成分の解析を研究しています。また、樹木に含まれる全合成
の難しい成分を抽出し、化学反応による官能基変換を行い、反応の解析や生成物の
生理活性（抗菌・抗害虫活性）を検討し、樹木成分から有用物質を合成する方法に
ついて研究しています。

森林資源利用を目的とした応用化学

専門分野：森林資源利用学・木材化学・応用化学
E-mail　ashitani@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

芦谷  竜矢　教 授　　ASHITANI, Tatsuya

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・林業廃棄物の有効利用
・未利用森林資源利用
・未利用成分利用

スギ針葉（林業廃棄物）

スギ針葉の主要セスキテルペンの例 スギ針葉の主要モノテルペンの例

スギ樹皮（林業廃棄物） 成分の抽出（溶媒抽出）
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山形大学農学部研究シーズ集

低コスト，脱炭素，汎用農地の防災と減災樹木成分，テルペノイド，林地残材利用

■研究概要
　わが国は 2030 年度の温室効果ガス（GWP）削減目標を「2013
年度比で 46％削減し、さらに 50％の高みに向け挑戦を続けていく」
と宣言しています。しかし現在まで、このような目標を達成する
ための有効な対策について具体的に公表している国はありません。
　わたしの研究室では『農地・農村から排出される温室効果ガ
ス（GWP）が 2013 年度比で 93%（水田利用）・86%（畑利用）
削減され、その削減率が現時点の公表データでは世界新記録を
達成した、土地利用方法と、水と土壌の管理方法』を考案し、
実証しました。
　わたしの研究は『どうしたら農地（整備圃場）を適切に計画・運営・管理できる
か』を現場の視点から考える研究分野の一翼を担っています。『優れた水利環境・
土壌環境として整備される農地が、高品質安定多収な食料の生産の場となるだけで
なく、大気や水質、生態系に対する環境保全の重要な役割を担う場となる。』とい
う命題の実証が課題です。

■期待される効果
① 高品質な｢農作物の多収と農産物生産｣が持続
② 作付け作物や栽培方法を営農者が自由に選択
③ 農地排水の水質を森林からの湧水程度に改善
④ 主要な温室効果ガスの農地放出を大幅に抑制
⑤ バイオマス資源やスマート農業を有効に活用
⑥ 災害や湿害に強い土層基盤構造の農地に改善

環境浄化・資源保全・高品質安定多収を
同時に達成した整備圃場の確立と応用

専門分野：農地環境工学・資源環境計画学・水田工学・農業農村工学
E-mail：ishikawa@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

石川  雅也　准教授　　ISHIKAWA, Masaya

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・『地力増進の持続』『温室効果ガス排出の大幅削減』に関わる環境浄化微生物機能の向上
・『災害に強い農地』『灌漑排水の技術と管理』『低コスト土地利用型農業』の強化と評価
・『土壌の塩類集積防止』『農地生態系保全』『農地排水の水質保全』『節水』の深化と効果

環境 農山村

農地

水質・ガス
作物・土壌
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山形大学農学部研究シーズ集

野生動物管理学，動物生態学，保全生物学

■研究概要
　「人と野生動物との共存とは何か」を探求し、社会に実装可能な方策を数多く提
案することを目標にしています。この目標に向けて、野生動物と住民との軋轢に対
して、様々な時間・空間スケールからどのような問題解決が可能かについて、「動
物側」と「住民側」の双方の視点から実学を行っています。
　また、「なぜ野生動物と共存すべきか？」という、市民の多くが抱く素朴な疑問
にこたえるべく、中型・大型の哺乳類が森林生態系にて果たす機能の解明に向けた
基礎研究も進めています。

森林性哺乳類の生態・行動を解明し、
保護管理に生かす

専門分野：森林動物管理学
E-mail：enari@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

江成  広斗　教授　　ENARI, Hiroto 

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・哺乳類各種の分布拡大に伴う生態リスクの評価
・大型哺乳類の個体群や生息地の管理
・哺乳類各種の低コスト・モニタリング手法の開発

県内で分布を急速に広げるシカ
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山形大学農学部研究シーズ集

伝統的技術，定量的把握，課題検討野生動物管理学，動物生態学，保全生物学

■研究概要
　2014 年 11 月に日本の手漉和紙技術がユネスコの無形文化遺産に登録されました。
2020 年 12 月には日本の伝統建築工匠の技：木造建築物を受け継ぐための伝統技術
がユネスコの無形文化遺産に登録され、茅葺、建築物木工などが指定されました。
　日本の伝統的技術は、国際的な評価を得る一方で、日本の手漉き和紙生産者、茅
葺き屋根の葺き師、伝統木構法の技術をもつ大工などは、高齢化と減少傾向にあり、
今後の継承が危惧されています。また、ユネスコの無形文化遺産に登録されていな
くても、日本には多くの貴重な伝統的技術が現存し、その継承者も同様の傾向にあ
るといえます。
　こうした伝統的技術を継承するために、継承者などの実態の定量的把握を踏まえ
て、今後の課題について検討します。

伝統的技術の実態の定量的把握と
継承に向けた課題検討

専門分野：森林経済政策学
E-mail：ogawa＠tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

小川  三四郎　准教授　　OGAWA, Sanshiro

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・伝統的技術の継承者を有する地域の自治組織との連携
・生涯学習・社会教育行政との連携
・伝統的技術の保存・継承関連の協会・団体・機関との共同研究
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山形大学農学部研究シーズ集

渡り鳥，富栄養化，利活用

■研究概要
　日本では冬季になると多数の渡り鳥が各地に飛来します。これらの渡り鳥は観光
資源として活用される一方で、糞尿による水域の富栄養化が問題となるケースも増
えています。ここ山形県鶴岡市に位置する大山上池・下池でも、冬季にはカモ・白
鳥などの渡り鳥が数万羽飛来しており、湖底には大量の栄養塩が堆積しています。
　そこで本研究室では、これらの栄養塩や大量発生する水生植物（ヒシ、ハスなど）
を肥料あるいはバイオガス資源として利活用することによって、水域の浄化を図る
と共に輸入肥料に頼らない循環型の農業生産に向けての研究を行っています。

渡り鳥の恵みを資源に！

専門分野：農業水利学・水質水文学・環境水理学
E-mail：kajihara@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

梶原  晶彦　助教　　KAJIHARA, Akihiko

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・湖底堆積土からのメタンガス発生を利用したエネルギー化
・湖底堆積土と水生植物の肥料化（特にリン資源としての活用）
・水環境の保全・再生を通した地域コミュニティーの活性化

渡り鳥の飛来 水生植物の
伐採

ヨウサイ生産メタンガス
発生能
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山形大学農学部研究シーズ集

グリーンインフラ，環境修復・再生技術，協働渡り鳥，富栄養化，利活用

■研究概要
　夏山シーズンともなると日本各地の山々は登山客であふれます。美しい景観を楽
しむ人びとは皆、とても良い顔をしています。コロナ禍では余計に輝いて見えます。
ただ、その足下に目を移すと、雨の度に水が流れ地表侵食が著しく進んだ、荒れた
登山道に気がつきます。まるで山が泣いているかのようです。私たちはこのまま山
登りを続けていけるのでしょうか。
　人里に近い里山はどうでしょうか。60～70 年ほど前までの里山は薪・炭といっ
た燃料や山菜・きのこ等の食材を得る密接なつながりを持った自然資源でしたが、
その関係が薄れるにつれ手入れはおろそかとなり荒れてしまっています。庄内砂丘
を覆う広大なクロマツ海岸林も代表的な里山であり、地域の生活・生産活動を支え
る重要なグリーンインフラです。造成から維持管理段階へ進んだ庄内海岸林はより
多くの人の関わり、手入れを必要としています。
　これら奥山・里山を対象に、荒廃環境の現況把握から環境
保全対策技術を検討しています。また環境の保全・再生を実
際に進めるために、地域住民や利用者、関係機関の協働によ
る環境保全管理システム・組織づ
くりに取り組んでいます。企業の
皆さん、地域の生活・生産活動を
支えるグリーンインフラの整備・
保全を CSR として地域住民や利用
者とともに進めていきませんか。

地域のグリーンインフラを
協働により保全する

専門分野：森林科学、攪乱生態学、治山・砂防・緑化
E-mail：kikku@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

菊池  俊一　准教授　　KIKUCHI, Shun-ichi

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・地域の自然素材（例えばササ、竹）を使った環境に配慮した緑化資材・技術の開発
・地域住民や利用者、関係機関の協働による環境保全管理システム・組織づくり
・環境保全活動を CSR として行う際の学術的指導・コーディネート

↑ 手入れを待つ庄内
クロマツ海岸林

↑ ヤシ殻繊維製土嚢に生じ
たハイマツ実生
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山形大学農学部研究シーズ集

生育・収量評価，経営評価，景観評価

■研究概要
　2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、太陽光、風力、水力などの再生
可能エネルギーの活用の拡大が進められています。特に農山漁村は高いポテンシャ
ルを持つと位置付けられ、農山漁村再生可能エネルギー法が 2016 年に制定される
など、その導入が後押しされている。その方法のひとつとして営農型太陽光発電が
注目されています。
　営農型太陽光発電では、売電による収入などを通じた農業経営の改善が期待され
ています。その一方で、導入による農作物の収量の減少や作業性の低下といった収
益性の課題や導入による農村景観の変化といった地域経済・社会への影響が懸念さ
れます。

　そのため、当研究室では、営農
型太陽光発電の導入による多面的
な影響を定量的に評価することを
通じて、営農型太陽光発電による
メリットを伸ばし、デメリットを
解消・軽減する方策を検討するこ
とを目指しています。

営農型太陽光発電の導入による
影響の定量的評価

専門分野：農村計画学
E-mail：kuwayoshi@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

桒原  良樹　准教授　　KUWABARA, Yoshiki

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・農村地域における取り組み・事業の定量的評価
・地域状況の分析（アンケート調査、面接調査）

写真１　営農型太陽光発電
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山形大学農学部研究シーズ集

外来種，都市開発，マダニ媒介感染症等生育・収量評価，経営評価，景観評価

■研究概要
　人と自然との持続可能な共生を目指して、人間社会と野生生物との双方向の影響
に関する研究に取り組んでいます。

・人間社会から野生生物への影響の解明　
　（外来種、都市開発、森林伐採による影響）
・野生生物から人間社会への影響の解明
　（マダニ媒介感染症の感染リスク評価）
・野生生物の基礎生態とその進化的意義の解明

人間社会と野生生物、双方向の
影響を理解する

専門分野：生態学（保全生態学・進化生態学・生態疫学）
E-mail：hkomine@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

小峰  浩隆　助教　　KOMINE, Hirotaka

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・外来種による在来種への影響評価
・都市開発による在来種への影響評価
・マダニ媒介感染症のリスク評価
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山形大学農学部研究シーズ集

野生生物，生態，人間活動

■研究概要
　人間の暮らしは生態系との様々な関わりを持っています。様々な景観において、
人間活動と野生動物の関係を明らかにし、生態系との付き合い方を考えていきます。
また、中型哺乳類を中心とした野生動物の基礎生態についても解明します。

これまでの研究例
・森林分断化がノウサギに与える影響
・都市化傾度と中大型哺乳類の分布
・都心部に生息するタヌキの生態
・中型食肉目の食性分析
・中型食肉目間の種間関係
・積雪環境における中型哺乳類の生態
・外来生物の生息地解析
・イノシシによる水稲被害要因　　etc

人間活動と野生生物の関係

専門分野：景観生態学・野生動物学
E-mail：msaito@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

斎藤  昌幸　准教授　　SAITO, Masayuki

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・人間活動と野生動物の関係解明を必要とする研究
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山形大学農学部研究シーズ集

水環境システム，環境微生物，遺伝子解析野生生物，生態，人間活動

■研究概要
■ 地域の河川や名水といわれる、一見きれいな水の中には、目に見えない他種多様

な微生物が存在しています。その中には、病気を発症させる微生物やクスリの効
かない細菌（薬剤耐性菌）も我々の身近な環境から検出され始めています。

■ 私たちが安心・安全な生活をおくるためには、環境中で微生物が、どの程度（濃
度）で存在しているか？どのような特徴を持っているのか？どこからきているか？
などを適切に評価し、把握することが重要になります。私は、国内外を調査フィー
ルドとして、水環境を対象とした病原微生物の調査・研究に取り組んでいます。

国内外の水環境を対象とした病原微生物に関する研究：
遺伝子解析を利用した流行状況の把握とその対策

専門分野：土木工学・環境衛生工学・環境微生物学
E-mail：m-nishiyama@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

西山  正晃　准教授　　NISHIYAMA, Masateru 

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・環境試料中（水，土壌，野菜など）の微生物汚染の調査
・水系関連病原微生物の評価、除去技術の提案
・微生物ゲノムに基づく遺伝子解析とその起源解析
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山形大学農学部研究シーズ集

リン酸，水田

■研究概要
　世界の肥料原料に係る動きとして、世界的な穀物需要の高まりで肥料の需要が増
えていること、原料産出国の情勢不安によって供給が滞っていること、などにより
肥料価格の高騰が生じている。
　主要肥料の一つであるリン酸もまた近年価格が高騰している。リンは限りある地
下資源であり、また自然界においての過剰な利用は、環境負荷を増加させるため、
適切な利用が望まれる。本研究室では、水田土壌からのリン酸回収とその利用をテー
マとし、以下の点について検討している。

１．水田土壌中のリン酸の有効化について
　水田土壌は還元状態になるため、水田土壌の間隙水に含まれるリン酸の量は、畑
土壌の間隙水に含まれるそれよりかなり多い。この水田土壌の特性を利用し、水田
土壌に蓄積したリン酸を有効化する条件を追求している。

２．田面水中のリン酸の回収について
　水田土壌内で有効化されたリン酸を田面水に溶出させ、田面水中のリン酸を簡易
で安価に回収する方法として晶析法に着目している。晶析法では、さまざまな要素

（リン酸を担持させる物質、pH、Ca/P 比、など）がリン酸の回収に影響をおよぼす。
そこで、リン酸の回収効率を良くするための条件の追求と現場におけるリン酸の回
収プロセスの開発を試みている。

水田土壌からのリン酸回収とその利用

専門分野：農地物理学
E-mail：hanayama@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

花山　奨　准教授　　HANAYAMA, Susumu

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・リン酸溶出とリン酸の回収における各種農機具の応用
・土壌に還元できるリン酸回収資材の開発



キーワード

61

山形大学農学部研究シーズ集

社会関係，社会的ネットワーク，コモンズリン酸，水田

■研究概要
　農山村での経済活動や社会生活において社会関係（人と人、あるいは組織と組織
の関係）が果たす役割を研究しています。社会関係は、一見すると科学的探求の対
象になりにくいのですが、主に社会学分野で発展した手法を用いることで、それを
客観的に測定し、数値で表現することができます。具体的には次のような研究を行
なってきました。

 例1   農山村地域では採れた農作物のおすそわけなど、贈答が盛んに行なわれています。
一方、農山村集落内の社会関係にはお互いの生活をサポートする重要な役割が
あります。そこで贈答がサポート関係の維持に果たす役割を明らかにしました。

 例2   欧米の林業先進国に比べて、日本林業の生産性は低いとされています。しかし、
日本の林業事業体のなかにも、比較的高い生産性を達成している企業とそう
でない企業があります。そこで、林業事業体とその取引相手との間の関係を
社会関係として捉え、どのような社会関係をもつ企業がより高い生産性を達
成しているのかを明らかにしました。

 例3   コモンズ（共有林）では 1960 年代頃から盛んに造林が行なわれるようにな
りました。このときとくに造林が盛んに行なわれた集落にどのような社会関
係が存在していたのかを明らかにしました。

 例4   一部のコモンズでは、1980 年代頃から、山菜採りを希望する外来者に対して、
利用を開放するようになりました。そのような利用開放を行なった集落にど
のような社会関係が存在していたのかを明らかにしました。

農山村活性化に資する社会関係

専門分野：林業社会学・集合行為論
E-mail：hayashima@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

林　雅秀　准教授　　HAYASHI, Masahide

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・イノベーションの採用に有益な社会関係のあり方
・生産性の向上に資する社会関係のあり方
・集落活動を活発にする社会関係のあり方
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山形大学農学部研究シーズ集

環境保全，森林再生，里山

■研究概要
・ 森林がもつ多様な生態系サービスをより充実させるためにはどのような森づくり

を行えばよいのか。多様な生きものが共存できる森づくりを主な目的に、蔵王の
樹氷林の再生や猛禽類の生息環境の保全、里山の希少生物の保全を実践・研究し
ています。

・ 海岸林（庄内海岸林、飛島、津波被災地）から里山（山形県内各地）、奥山（蔵王、
鳥海山、月山）まで多様な森林や湿地を対象に、生物多様性を配慮した森林整備
や森づくり、自然再生の研究を行っています。

・ 蔵王の樹氷は山形県の冬季の主要な観光資源ですが、樹氷をつくるオオシラビソ（ア
オモリトドマツ）林では集団枯損が拡大しています。樹氷林にはササが密生し、
後継木が少ないため、自然に再生することは困難です。樹氷林を再生するために、
自然のしくみを最大限に利用した効果的な再生技術を開発する研究を行っています。

生物多様性を考慮した森づくり

専門分野：森林保全管理学
E-mail：hayasida@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

林田  光祐　教授　　HAYASHIDA, Mitsuhiro

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・ 多様な組織が連携して、保全活動を実施することが重要です。効果的な活動にす

るために、これまでの実績をふまえて、活動の目的や対象地に応じた有効な保全
方法を探求します。



キーワード

63

山形大学農学部研究シーズ集

Dissolved organic matter,  Soil,  Inland water環境保全，森林再生，里山

■研究概要
In soils, dissolved organic matter (DOM) is the most bioavailable fraction of dissolved 
organic matter hence medium for soils and micro-organisms. DOM  is important in 
a number of processes in both aquatic and terrestrial environments, its relative 
importance is, however affected by intrinsic properties among other site specific 
factors. DOM exported from terrestrial areas shapes behavior in aquatic areas.  
My research interests include: Organic matter processing and export; Human 
activities, land use and DOM dynamics; Microbial diversity and DOM chemodiversity; 
Inland water pollution and Contaminants of emerging concern. I have worked on 
various topics to understand DOM dynamics and interactions with trace metals in 
soils and dammed streams, and the infl uence of various factors DOM (Figure 1).  

Dissolved organic matter dynamics
 on land and in aquatic environments 

専門分野：： Biotic Environmental Science
E-mail：praise＠tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

PRAISE  Susan 　助教（プロジェクト教員）

Figure 1.  DOM processing and export, influence of various factors on DOM 
intrinsic properties in (a) Forest and arable soils, (b) treated 
wastewater irrigated paddy soils
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山形大学農学部研究シーズ集

Resource recovery,  Urban agriculture,  Climate change mitigation

■研究概要
Nitrogen and phosphorus are essential plant nutrients and are present in treated 
wastewater (TWW). However, current wastewater management practices result in 
ineffi  cient recovery and reuse of these nutrients, which can cause environmental 
issues such as eutrophication, contribute to climate change, and jeopardize global 
food security. Sewage sludge is also a significant source of valuable nutrients, 
which, in the absence of an eff ective management and reuse strategy, could lead 
to "hot spots" of nutrient and pollution loads into the environment. My research 
focuses on the efficient reuse of TWW and composted sewage sludge in crop 
production to eliminate the use of mineral fertilizers, reduce freshwater withdrawal 
and greenhouse gas emissions, increase crop yield and quality, and protect the 
environment and human health.

Effective Utilization of Resources Recovered from 
Municipal Wastewater for Sustainable Crop Production

専門分野：Agronomy,  Environmental Engineering
E-mail：axm216@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

PHUNG  Duc  Luc　助教（プロジェクト教員）

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・Nutrient recovery and recycling
・Circular economy in wastewater management
・Water emerging contaminants and associated human health risks
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山形大学農学部研究シーズ集

海岸防災林，クロマツ，砂草Resource recovery,  Urban agriculture,  Climate change mitigation

■研究概要
　海岸林は、古くから沿岸部の住民の財産や生活を守るため植林されてきました。
その機能は、飛砂や飛塩の被害の抑制など多岐に及んでいます。

　2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震によって発生した大津波は、太平洋側
沿岸に、多大な被害を与えました。海岸林だけで津波を止めることはできませんで
したが、漂流物を捕捉したり、津波の到達を遅らせたり、一定の評価が得られてい
ます。

　これまで、防災林の機能解明は防風効果が主でしたが、日本海側には、秋田県沖
の海域に「地震空白域」があり、太平洋側の被災状況より、庄内海岸の防災林の機
能の再検討を行っています。

海岸防災林の機能解明

専門分野：砂防学・海岸砂防学
E-mail：ayanagi@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

柳原　敦　准教授　　YANAGIHARA, Atsushi

冬期間の季節風から内陸部を守ったクロマツ林
（飛塩の付着より褐変）

日本の白砂青松 100 選に選ばれた
庄内海岸砂防林
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山形大学農学部研究シーズ集

樹木の水・炭素利用，生長・枯死メカニズム，適地適木

■研究概要
　樹木は光合成で取り入れた炭素を呼吸として放出し、根で吸収した水を葉の蒸散
で放出します。こうした機能（生理機能）が健全だと樹木は生長し、不健全だと枯
死につながります。そこで私たちは生理機能を測定することで樹木が生長・枯死す
る詳細なメカニズムの解明を行っています。

　林学の分野では旧来から経験
的に「適地適木」という考え方
があります。適切な手法で生理
機能を測定できれば適地適木の
概念について科学的根拠を与え
ることが可能になります。

　このような測定と毎木調査や
年輪解析を組み合わせることに
より、植生遷移を含めた森林動
態の把握や、失敗しない森づく
り方法の提唱といったことに応
用できると考えています。

樹木が生長するしくみの解明と
それに根ざした森づくり

専門分野：森林生態学・樹形解析・植物生理生態学
E-mail：shimuken@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

吉村  謙一　准教授　　YOSHIMURA, Ken-ichi

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・気候変動や自然・人為撹乱にともなう植生変化とその理由
・植栽後の苗木が生育不良に陥った際の原因の究明
・外来樹木の管理および目標とする森林への誘導
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山形大学農学部研究シーズ集

森林，無人航空機，深層学習樹木の水・炭素利用，生長・枯死メカニズム，適地適木

■研究概要
気候変動は総合科学
　私の研究室では、森林の栄養、炭素や水の循環に関する研究を、野外観察・サン
プリング、長期の自動データ収集、安定同位体分析（N、C、O）など、様々な方
法で行っています。フィールドワークでカバーできる面積には限りがあり、より広
い範囲を把握するために衛星画像が利用されてきました。しかし、ほとんどの衛星
画像の解像度では、森林を詳細に分析することはできません。 近年、無人航空機（UAV）
の利用により、樹木や森林を詳細に観察できるようになり、フィールドワークと衛
星画像の結果の差が縮まってきました。UAV 画像は非常に解像度が高く、森林生態
系を高精度・高速・低コストで評価する深層学習システムを開発するための学習デー
タとして利用することが可能です。森林における深層学習システムは、樹種分類、

健康状態、成長状況、バイオマス、混交林
率の分析など、樹木 1 本単位の分析にも森
林全体での分析にも利用することが可能です。
また、深層学習システムは広範囲を高頻度
で収集できる UAV 画像から生成したオルソ
モザイクに適用するため、森林の利用者や
科学者による徹底した空間的・時間的分析
に利用することができます。

ドローン技術と深層学習モデルを
用いて森林を把握

専門分野：森林学・環境学・リモートセンシング
E-mail：larry@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

LOPEZ CACERES Maximo Larry　教授

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・森林資源の評価とバイオマス・炭素固定の定量化
・森林健康状況に関する生態系のサービス
・森林の撹乱：リスク状況・撹乱後の状況
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Nature Inspired Engineering，環境修復手法，ステークホルダーとの協働

■研究概要
　渓流域から沿岸域に至る流域のさまざまな環境を理解するために、指標生物を通
して、ヒトの働き掛けによる影響を診断（評価）する様々な方法を研究しています。
また、診断（評価）結果に基づく適切な手当て（環境修復手法）について、特に地
域に “ なじむ ” 新しい技術の確立を目指しています。
　例えば、山形県の県魚であるサクラマスの産卵行動に着目し、選択された産卵環
境の物理特性を基準に、UAV を用いた簡便で高速な空間測量と、得られた画像情報
からの診断を行っています。併せて環境 DNA を用いた特定種の生息量評価にも挑

戦中です。そして
関連するあらゆる
人々と協働しなが
ら持続可能な修復
技術の検討にも取
り組んでいます。

地域と“なじむ”新しい技術
-河川環境の診断と治療法の確立-

専門分野：河川環境学・応用生態工学
E-mail：kwatanabe@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

渡邉  一哉　准教授　　WATANABE, Kazuya

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・UAV での撮影画像や環境 DNA を用いた河川の環境評価手法の開発
・ サクラマスをはじめとする両側回遊魚の里川づくり、もしくは水産業の増殖事業

に関する協働研究、自然再生に関する取り組みなど

生理

(セグメント)
対象河川区間全体

（リーチ）
瀬・淵で構成される河川形状

（ユニット）
瀬・淵の独立した河川形態

（マイクロ）
河床礫材

ｄ=

ユークリッド距離

フィールドワークが基本です

ドローンをもちいた空間測量と
画像を用いた環境評価の検討

手当てに持続性は不可欠です。
研究成果を応用した環境改善手法の実践的検討

簡便・高速な空間把握と
評価手法の確立を目標に︕

あらゆる河川・流域も
対象可能にしていきたい︕
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サクラマス♂♀
産卵場の物理特徴を
画像から診断できることが明らかに︕

□  河川環境の診断と治療
を総称して、我々は「ス
トリームセラピー」と
呼んでいます

□  民間企業・行政・他大
学との協働で行う学際
的研究も本研究室の特
徴です
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循環型農業，水産養殖，温室効果ガスNature Inspired Engineering，環境修復手法，ステークホルダーとの協働

■研究概要
　我々の生活から排出される下水は、水環境を汚染しないように、
下水処理場で適切に浄化されています。浄化後の下水処理水や、
浄化プロセスで生まれる汚泥を堆肥化したコンポストには、窒素・リン酸・カリな
どの肥料成分が豊富に含まれています。この処理水とコンポストに代表される下水
道資源を、できる限り有効に農業利用する方法を研究し、究極の循環型農業を目指
しています。

下排水の処理とそこで生まれる
資源の農業利用技術

専門分野：水環境工学・環境リスク評価
E-mail：to-ru@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

渡部　徹　教授　　WATANABE, Toru

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・下水処理水や汚泥コンポストなどの地域の未利用資源を活用した農業・水産技術
・農業や水産業からの温室効果ガス排出（カーボンフットプリント）の削減
・農業利用の有無にかかわらず、下排水処理に関するご相談も結構です。

最初沈殿池 反応タンク 最終沈殿池

余剰汚泥

返送汚泥

浮遊性
有機物の
沈殿除去

溶解性有機物の
生物分解と同化

フロックの
沈殿除去

N

KP

N
K

N
P

一般的な下水処理プロセス

汚泥を堆肥化したコンポストは，有機質肥料と
して，多くの作物の栽培に用いることができます。

発酵で 堆肥に 脱炭素社会への貢献
下水処理水や汚泥コンポス
トの農業利用のメリットと
して，農地からの温室効果
ガスの排出削減効果につい
ても，調べています。

下水処理水の灌漑により，無施肥で
慣行栽培と同等の収量が得られます。

下水処理水の池で藻類を育てて，天
然に近い風味のアユも養殖できます。
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食の安全，環境汚染，健康リスク

■研究概要
　食中毒事件や放射性物質による環境汚染、新型コロナウイルス感染症流行を背景
に、水や食品、生活環境の安全安心に世間の関心が集まっています。日々の生活の
中で健康が害されるリスクがゼロでないことを、多くの人が感じているのではない
でしょうか？
　この研究では、水や食品の他、大気や土壌などの環境に含まれる汚染物質を調べ
る技術や、そのデータから健康被害のリスクを解析する技術を開発しています。同
時に、そのリスクを低減するための対策（栽培技術の工夫、製造プロセスの見直し、
環境浄化技術の導入や開発など）の検討も行っています。

水、食品、環境の汚染を調べて
健康リスクを解析する技術

専門分野：水環境工学・環境リスク評価
E-mail：to-ru@tds1.tr.yamagata-u.ac.jp

渡部　徹　教授　　WATANABE, Toru

■どのような共同研究・連携に結びつけられるか？
・安全、安心な食品を製造・加工するためのプロセスの見直し
・農畜水産物の安全性の評価、それを向上させるための対策
・その他、環境汚染や健康リスクに関わる研究

研究例︓牡蠣のノロウイルス汚染による感染リスク

上図︓高精度な分析技術で牡蠣
からウイルスを検出することで，
胃腸炎のリスクが計算できます。
左図︓ノロウイルスに汚染され
にくい牡蠣を選別する手法も，
現在開発中です。

ウイルスを飲んだ数

ヒ
ト
が
感
染
す
る
確
率

バイオハザード実験施設

病原微生物を取り扱うことができる特別な実
験室を有しています。下水などの環境中の新
型コロナウイルスの検出と，感染リスクの評
価にも挑戦しています。

水や食品などから重金属など
の有害物質を検出することも
可能です。ご相談下さい。

牡蠣
採取

解体

リスク計算

分析
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食の安全，環境汚染，健康リスク

産学官連携

共同研究や学術指導等の各種制度の概要です。
最新の情報、計画書等の様式については、農学部ホーム
ページ（https://www.tr.yamagata-u.ac.jp）をご確認くだ
さい。

・共同研究 ………………………………… 72

・受託研究 ………………………………… 74

・学術指導 ………………………………… 76

・奨学寄附金 …………………………… 78

・地域産学官連携協議会 … 80
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共同研究
企業等から研究者（共同研究員）や研究経費等を大学に受け入れ、大学の教員
が共同研究員と共通のテーマについて、共同あるいは分担して行う研究です。
共同研究を行うために必要となる経費は、その性格に応じて、共同研究を行う
企業と大学とが負担します。

1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　
企業等の負担費用は３つのパターンがあります。（大学側は大学の施設・設企業等の負担費用は３つのパターンがあります。（大学側は大学の施設・設
備の維持・管理費、光熱水料等を負担。）
　①共同研究員※1 を派遣＋研究経費※2 の負担
　②研究経費の負担
　③共同研究員の派遣のみ
なお、納付していただく金額は、原則として研究の遂行に直接必要な経費なお、納付していただく金額は、原則として研究の遂行に直接必要な経費
（直接経費）のほか、本学の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相（直接経費）のほか、本学の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相
当する額（間接経費）を合算した額となります。
　※ 1. 共同研究員：企業などが共同研究を実施するために大学に派遣
　　　　　　      　  １人につき研究料 1年 440,000 円、６ヶ月以内 220,000 円　　　　　　      　  １人につき研究料 1年 440,000 円、６ヶ月以内 220,000 円
　※ 2. 研究経費：共同研究遂行のために必要な備品、消耗品、旅費、謝金等の経費　※ 2. 研究経費：共同研究遂行のために必要な備品、消耗品、旅費、謝金等の経費

2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同研究の申し込みは、企業等からキャンパス長等へ所定の計画書により共同研究の申し込みは、企業等からキャンパス長等へ所定の計画書により
行います。計画書提出後、研究開始できるまでの間、契約手続き等のため行います。計画書提出後、研究開始できるまでの間、契約手続き等のため
にある程度の日数を要しますので、余裕を持ってお申し込みください。にある程度の日数を要しますので、余裕を持ってお申し込みください。

3.  複数年契約
複数年継続する共同研究も可能です。お申込み時に経費の負担についてご複数年継続する共同研究も可能です。お申込み時に経費の負担についてご
相談させていただきます。

4.  知的財産権の取扱い
創造された発明に対する寄与の程度を基礎に、本学の教員と企業との間の創造された発明に対する寄与の程度を基礎に、本学の教員と企業との間の
パートナーシップを尊重し、当該権利の帰属を本学にするか教員にするかパートナーシップを尊重し、当該権利の帰属を本学にするか教員にするか
について個別に判断します。そのうえで、権利の持分、出願等に係る経費について個別に判断します。そのうえで、権利の持分、出願等に係る経費
の負担等について、ケース・バイ・ケースで協議により決定します。の負担等について、ケース・バイ・ケースで協議により決定します。

5. 税の優遇制度
「特別試験研究税額控除制度」の適用により、共同研究等のために企業が「特別試験研究税額控除制度」の適用により、共同研究等のために企業が
負担した試験研究費の一定割合を限度として法人税の税額控除を受けるこ負担した試験研究費の一定割合を限度として法人税の税額控除を受けるこ
とができます。制度の詳細については、税務署等にお問合せ下さい。とができます。制度の詳細については、税務署等にお問合せ下さい。
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                            年  月  日 

 

共 同 研 究 計 画 書 

 

 

山形大学鶴岡キャンパス長 殿 

 

                     住所 

                      氏名   （記名押印又は署名） 

                         （名称 代表者） 

 

 下記のとおり共同研究計画を提出します。 

 

記 

 

（甲：企業等  乙：山形大学） 

（事務担当者名・連絡先等） 

  住 所：〒 

所 属： 

氏 名： 

  電 話： 

  メール：

 

１．研究題目 ○○○ 

２．研究目的・内容 
○○○ 

 

３．研究実行場所 
甲 ○○○（○○県○○） 

乙 国立大学法人山形大学 〇〇キャンパス（山形県○○市） 

４．研究期間 ２０○○年○○月○○日 から ２０○○年○○月○○日 まで 

５．研究担当者 

区分 氏名 所属・職名 本共同研究における役割 

甲 
※○○ ○○ 

◎○○ ○○ 

○○○・○○ 

○○○・○○ 

○○○ 

○○○ 

乙 ※○○ ○○ 学術研究院（○学部担当）○○  ○○○ 

注１ 甲及び乙のそれぞれの研究代表者には氏名の前に※印を付すこと。 
注２ 甲から乙へ派遣される共同研究員には氏名の前に◎印を付すこと。 

６．研究協力者 

区分 氏名 所属・職名 本共同研究における役割 

甲 ○○○ ○○○・○○ ○○○ 

乙 ○○○ ○○○・○○ ○○○ 

７．研究経費 

直接経費 間接経費 研究料 合計 

○○○円 ○○○円 ○○○円 ○○○円 
注３ 消費税及び地方消費税を含む金額を記入すること。 

注４ 甲が、特別試験研究費税額控除制度による税額控除の申告を予定している場合には、別紙「研究経
費の負担及び明細」に詳細を記載すること。 

８．施設及び設備 

区分 使用する施設名 
使用する設備名 

名称（規格・メーカー等） 数量 

甲 ○○ ○○○（○○○） ○○ 

乙 ○○キャンパス○号館 ○○○（○○○） ○○ 

９．甲が乙へ供する 

設備 

名称（規格・メーカー等） 数量 

○○○（○○○） ○○ 

１０．特記事項 ○○○ 
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受託研究
民間企業や他省庁機関等が本学に対して研究を委託する制度です。委託された
本学が、民間企業等が負担する経費をもって研究を行うものであり、その成果
を民間企業等に対して報告することにより、研究開発に協力します。

1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　
研究に要する経費は、委託者の負担となります。なお、納付していただく研究に要する経費は、委託者の負担となります。なお、納付していただく
金額は、原則として、研究の遂行に直接必要な経費（直接経費）のほか、金額は、原則として、研究の遂行に直接必要な経費（直接経費）のほか、
本学の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相当する額（間接経費）本学の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相当する額（間接経費）
を合算した額となります。

2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　
受託研究の申し込みは、企業等の長からキャンパス長等へ所定の計画書に受託研究の申し込みは、企業等の長からキャンパス長等へ所定の計画書に
より行います。申込み後、研究開始できるまでの間、契約手続き等のためより行います。申込み後、研究開始できるまでの間、契約手続き等のため
にある程度の日数を要しますので、余裕を持ってお申し込みください。にある程度の日数を要しますので、余裕を持ってお申し込みください。

3.  複数年契約
複数年継続する受託研究も可能です。複数年の研究期間を設定する場合は、複数年継続する受託研究も可能です。複数年の研究期間を設定する場合は、
お申込み時に経費の負担について、ご相談させていただきます。

4.  知的財産権の取扱い
受託研究の結果、発明が生じた場合は、大学又は発明教員個人に帰属する受託研究の結果、発明が生じた場合は、大学又は発明教員個人に帰属する
こととなります。ただし、「政府出資金事業に係る受託研究」の場合は、大こととなります。ただし、「政府出資金事業に係る受託研究」の場合は、大
学に帰属 します。受託研究の結果生じた発明について大学が出願しようと学に帰属 します。受託研究の結果生じた発明について大学が出願しようと
する場合は、通知をもってお知らせいたします。
なお、その取扱については、協議により決定します。

5. 税の優遇制度
「特別試験研究税額控除制度」の適用により、受託研究のために企業が負「特別試験研究税額控除制度」の適用により、受託研究のために企業が負

担した試験研究費の一定割合を限度として法人税の税額控除が受けること担した試験研究費の一定割合を限度として法人税の税額控除が受けること
ができます。制度の詳細については、税務署等にお問合せ下さい。
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                            年  月  日 

 

委 託 研 究 計 画 書 

 

 

山形大学鶴岡キャンパス長 殿 

 

                     住所  

                     名称  

                      氏名   

（記名押印または署名） 
 

 下記のとおり委託研究計画を提出します。 

 

記 

 

（甲：企業等  乙：山形大学） 

 
（事務担当者名・連絡先等） 

  住 所：〒 

所 属： 

氏 名： 

  電 話： 

  メール：

 

１．研究題目 ○○○ 

２．研究目的・内容 ○○○ 

３．研究実行場所 国立大学法人山形大学 〇〇キャンパス（山形県○○市） 

４．研究期間 ２０○○年○○月○○日 から ２０○○年○○月○○日 まで 

５．研究担当者 

氏名 所属・職名 本受託研究における役割 

※○○ ○○ 学術研究院（○学部担当）・○○ ○○○ 

注１ 乙の研究代表者には氏名の前に※印を付すこと。 

６．研究協力者 
氏名 所属・職名 本受託研究における役割 

○○○ ○○○・○○ ○○○ 

７．研究経費 

直接経費 間接経費 合計 

○○○円 ○○○円 ○○○円 

注２ 消費税及び地方消費税を含む金額を記入すること。 
注３ 甲が、特別試験研究費税額控除制度による税額控除の申告を予定している場合には、別紙「研究経

費の負担及び明細」に詳細を記載すること。 

８．甲が乙へ供する 

設備 

名称（規格・メーカー等） 数量 

○○○（○○○） ○○ 

９．特記事項 ○○○ 
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学術指導
企業等からの要請に基づき、本学の研究者が、教育・研究及び技術上の専門的
知識に基づく技術指導やコンサルティング等を行い、委託者の業務又は活動を
支援する制度です。委託者には、学術指導料をご負担いただきます。

1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　1. 経費の負担方法　　　　　　　　　　　　　　　　
学術指導料は、指導担当者の知見、ノウハウ等の提供の対価及び当該学術学術指導料は、指導担当者の知見、ノウハウ等の提供の対価及び当該学術
指導に直接必要となる旅費、消耗品費等の経費（直接経費）のほか、本学指導に直接必要となる旅費、消耗品費等の経費（直接経費）のほか、本学
の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相当する額（間接経費）を合の管理的経費として、直接経費の額の 30％に相当する額（間接経費）を合
算した額となります。

2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学術指導の申し込みは、企業等からキャンパス長等へ所定の計画書により学術指導の申し込みは、企業等からキャンパス長等へ所定の計画書により
行います。申込み後、指導開始するまでの間、契約手続き等のためにある行います。申込み後、指導開始するまでの間、契約手続き等のためにある
程度の日数を要しますので、余裕を持ってお申し込みください。

3.  指導期間・指導時間
お申込み時に指導期間及び１回あたりの指導時間等についてご相談させてお申込み時に指導期間及び１回あたりの指導時間等についてご相談させて
いただきます。

4.  知的財産権の取扱い
学術指導を実施した結果得られた発明に係る知的財産権の取扱について学術指導を実施した結果得られた発明に係る知的財産権の取扱について
は、ケース・バイ・ケースで協議により決定します。
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                            年  月  日 

 

学 術 指 導 計 画 書 

 

 

山形大学鶴岡キャンパス長 殿 

  

                     住所 

                     名称  

                      氏名   

（記名押印または署名） 
 

下記のとおり、学術指導計画を提出します。 

 

記 

 

 

 

 
（事務担当者名・連絡先等） 

  住 所：〒 

所 属： 

氏 名： 

  電 話： 

  メール：

 

１．学術指導題目 ○○○ 

２．学術指導の目的及

び内容 
○○○ 

３．学術指導の場所 国立大学法人山形大学 〇〇キャンパス（山形県○○市） 

４．学術指導期間 ２０○○年○○月○○日 から ２０○○年○○月○○日 まで 

５．指導担当者 

氏名 所属・職名 

○○○ 学術研究院（○○学部担当）○○ 

６．学術指導料 

直接経費 間接経費 合計 

○○○円 ○○○円 ○○○円 

注 消費税及び地方消費税を含む金額を記入すること。 

７．特記事項 ○○○ 
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奨学寄附金
企業等や個人から資金面でご支援いただき、本学の教育・学術研究水準の向上
に活用する寄附金制度です。寄附者は、税制上の優遇措置を受けることができ
ます。

1．申込み方法
奨学寄附金の申し出は、所定の用紙を担当部署へご提出願います。

２．税の優遇措置 
本学への寄附金は、法人税法上の全額損金算入を認められる指定寄附金本学への寄附金は、法人税法上の全額損金算入を認められる指定寄附金

（法人税法第 37 条第 3 項第 2 号）又は所得税法上の寄附金控除の対象と（法人税法第 37 条第 3 項第 2 号）又は所得税法上の寄附金控除の対象と
なる特定寄附金（所得税法第 78 条第 2 項第 2 号）として財務大臣から指なる特定寄附金（所得税法第 78 条第 2 項第 2 号）として財務大臣から指
定されているため、税制上の優遇措置を受けることが出来ます。
詳細については、本学のホームページをご確認ください。

3．知的財産権の取扱い
奨学寄附金による研究の実施により創出された発明等に係る知的財産権奨学寄附金による研究の実施により創出された発明等に係る知的財産権
は、大学又は研究者に帰属します。研究成果の活用を希望する場合は、は、大学又は研究者に帰属します。研究成果の活用を希望する場合は、
共同研究等の制度によりお申込みください。

※ 奨学寄附金による研究成果を、寄附者に無償で使用させ、又は譲与すると、研究※ 奨学寄附金による研究成果を、寄附者に無償で使用させ、又は譲与すると、研究

の公明性や独立性を欠き、利益相反及び税法上の問題が生じる恐れがあります。の公明性や独立性を欠き、利益相反及び税法上の問題が生じる恐れがあります。
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（記入例） 
別記様式(第6条関係) 

                  令和○○年○○月○○日 

 

 

  山形大学長 殿 

 

 

                寄附者の名称及び主たる事業所の所在地 

                並びに代表者名 

                   〒123-4567 

                    ○○県○○市○○町○丁目○―○ 

  ○○○○株式会社        

代表取締役  山形 一郎  

                    （個人にあっては，氏名及び職業） 

 

 

   下記のとおり寄附します。 

 

記 

 
 １ 寄附金額 

         ○○○○円 

分割納入 有（○月末 ○○○円、○月末 ○○○円） 

     無 

  

２ 寄附の目的及び条件 

     目的  学術研究 ・ 教育研究の奨励 ・ その他（    ） 

     条件  なし   ・ 簡単な研究報告 ・ その他（    ）  

         (※各項目について上記から１つを選択して記入願います) 

 

３ 寄附金の名称 

         ○○○に関する研究 

 ４ その他 

  （担当教員） ○○学部 教授 最上 花子 

  （本件事務担当者） 

         〒123-4567 ○○県○○市○○町○丁目○―○ 

  ○○○○株式会社 

          ○○部 ○○課 山形 二郎 

                TEL:0123-45-XXXX 

                FAX:0123-46-XXXX  

                E-mail:XXX@XX.co.jp 
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地域産学官連携協議会地域産学官連携協議会
（１）農学部の高度研究開発、（２）地域産学官連携の推進、（３）地域産業の振興
発展を通じて、「農学を中心とした産学官連携」を推進していくことを目的に、
平成22年度に会員制組織として「山形大学農学部地域産学官連携協議会」を立
ち上げました。
産業界や地域のニーズに即した課題研究への助成、各種シンポジウム開催、会
員への情報提供事業、学会支援などを行っております。

1. 会員との連携
①山形大学農学部と会員との連携及び協力
　・協議会総会（６月開催予定）
②研究開発能力の向上並びに地域貢献に係る研究開発推進
③教員との連携の他、シーズ等の情報を提供
　・研究シーズ説明会・ビジネスマッチ
④ 農学部ホームページ（https://www.tr.yamagata-u.ac.jp/）への企業名掲④ 農学部ホームページ（https://www.tr.yamagata-u.ac.jp/）への企業名掲
載について農学部ホームページに、「地域産学官連携協議会」のバナー載について農学部ホームページに、「地域産学官連携協議会」のバナー
を設け、会員企業様名を掲載（掲載を希望しない場合はお申し出下さい。）を設け、会員企業様名を掲載（掲載を希望しない場合はお申し出下さい。）

2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　2. 申込み方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　
① 上記 URL から「入会申込書」をダウンロードいただきご記入のうえ、農① 上記 URL から「入会申込書」をダウンロードいただきご記入のうえ、農
学部地域産学官連携協議会事務局へお申込みください。
②会費振込先をご案内いたします。
◆年会費　法人等の団体　１口　10,000 円
　なお、振込手数料についてはご負担くださいますようお願いいたします。　なお、振込手数料についてはご負担くださいますようお願いいたします。
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山山形形大大学学農農学学部部地地域域産産学学官官連連携携協協議議会会入入会会申申込込書書 
申込日 令和   年   月   日 

山形大学農学部地域産学官連携協議会事務局 行  
送信先 FAX：0235-28-2836 ／ Mail：yu-nosenken@jm.kj.yamagata-u.ac.jp 
 
 

企業名（団体名）                                                              

 
 
事業内容 
                                                       
 

 組組  織織  概概  要要 

住   所 
〒 

 

電 話 番 号  FAX番号  

 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ  

代表者氏名  役 職  

 

協協  議議  会会  窓窓  口口（（事事務務連連絡絡等等）） 

住   所 
〒 

 

電 話 番 号  FAX番号  

メールアドレス 
（ご案内メール送信用） 

 

 

担当者部署  役  職  

担 当 者 名  ふりがな  

 
◎協議会へのご要望など 
（連携を希望する研究・研究者などご自由に記入ください。欄が不足する場合は別に添付ください。） 
 

 

年会費口数                 口 （法人などの団体 1 口 10,000 円 ／ 個人 1 口 5,000 円） 

会費振込予定日  令和    年    月    日 
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山形大学農学部地域産学官連携協議会規約 
 

第1章 総則 
（名称） 
第１条 本会は、「山形大学農学部地域産学官連携協議会」と称する。 
（会員・組織） 
第２条 本会は、本会の目的に賛同する農業者、農業団体、企業（法人）、自治体・公共機関等の

団体又は個人を会員とし組織する。 
（事務局） 
第３条 本会の事務局は、鶴岡市若葉町1-23に置く。 

 
第２章 目的及び事業 
（目的） 
第４条 本会は、山形大学農学部の高度研究開発及び地域産学官連携を推進し、もって農業を核

とした地域産業の振興発展に寄与することを目的とする。 
（事業） 
第５条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 山形大学農学部と会員等との連携・協力の強化に関すること。 
(2) 山形大学農学部と会員等の研究開発能力の向上並びに研究開発の推進に関すること。 
(3) 山形大学農学部と会員等の連携に繋がる情報提供及び調整に関すること。 
(4) その他本会の目的達成に必要な事業に関すること。 

 
第３章 役員 
（役員） 
第６条 本会に次の役員を置く。 

(1) 会 長  １名 
(2) 副会長  １名 
(3) 理 事  若干名 
(4) 監 事  ２名 

（役員の選任） 
第７条 会長は、第11条に定める総会において会員の互選により選出する。 
２  役員（会長を除く。）は、会員のうちから会長が総会に諮り選出する。 
（役員の職務） 
第８条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 
２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはこれを代理する。 
３ 理事は、本会の事業を企画し、実施する。 
４ 監事は、会務の状況及び会計を監査する。 
（役員の任期） 
第９条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２  補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 
第４章 会議 
（会議） 
第10条 本会の会議は、総会及び役員会とする。 
２ 本会の会議は、会長が召集し、議長となる。 
３ 会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 
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山形大学農学部地域産学官連携協議会規約 
 

第1章 総則 
（名称） 
第１条 本会は、「山形大学農学部地域産学官連携協議会」と称する。 
（会員・組織） 
第２条 本会は、本会の目的に賛同する農業者、農業団体、企業（法人）、自治体・公共機関等の

団体又は個人を会員とし組織する。 
（事務局） 
第３条 本会の事務局は、鶴岡市若葉町1-23に置く。 

 
第２章 目的及び事業 
（目的） 
第４条 本会は、山形大学農学部の高度研究開発及び地域産学官連携を推進し、もって農業を核

とした地域産業の振興発展に寄与することを目的とする。 
（事業） 
第５条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 山形大学農学部と会員等との連携・協力の強化に関すること。 
(2) 山形大学農学部と会員等の研究開発能力の向上並びに研究開発の推進に関すること。 
(3) 山形大学農学部と会員等の連携に繋がる情報提供及び調整に関すること。 
(4) その他本会の目的達成に必要な事業に関すること。 

 
第３章 役員 
（役員） 
第６条 本会に次の役員を置く。 

(1) 会 長  １名 
(2) 副会長  １名 
(3) 理 事  若干名 
(4) 監 事  ２名 

（役員の選任） 
第７条 会長は、第11条に定める総会において会員の互選により選出する。 
２  役員（会長を除く。）は、会員のうちから会長が総会に諮り選出する。 
（役員の職務） 
第８条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 
２  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはこれを代理する。 
３ 理事は、本会の事業を企画し、実施する。 
４ 監事は、会務の状況及び会計を監査する。 
（役員の任期） 
第９条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２  補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 
第４章 会議 
（会議） 
第10条 本会の会議は、総会及び役員会とする。 
２ 本会の会議は、会長が召集し、議長となる。 
３ 会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは，議長の決するところによ

る。 

（総会） 
第 11 条 総会は、会長が招集して、原則として毎年１回開催する。ただし、会長が必要と認め

るときは、臨時に開催することができる。 
２  総会は、次の事項を審議する。 

(1) 会長の選任、解任 
(2) 事業計画及び事業報告 
(3) 予算及び決算 
(4) 会則の制定及び改廃 
(5) その他本会の目的遂行に必要と認める事項 

（役員会） 
第12条 役員会は、本会の事業運営及び総会に附議すべき事項を審議するものとする。 
２ 会議は、これを構成する者の２分の１以上の出席がなければ開催することができない。 

 
第５章 会計 
（経費） 
第13条 本会の活動経費は、負担金、会費、寄付金等の収入をもって充てる。 
２ 負担金の額は、役員会において決定する。 
３ 会費の年額は、次のとおりとする。 

区  分 金  額 
法人等の団体 １０，０００円 
個    人  ５，０００円 

 
（会計年度） 
第14条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
 

第６章 その他 
（雑則） 
第15条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は、会長がこれを定める。 
 

附則 
１  本会則は、平成22年10月29日から施行する。 
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